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１ 減算が適用されるサービス種別 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、重度障害者等包括支援、短期入所、生活介護、

共同生活援助、施設入所支援、療養介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継

続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪問支援 

 

２ 減算される単位数 

１日につき５単位を所定単位数から減算 

 

３ 減算が適用される要件 

以下の運営基準を満たさない場合に、減算の適用が必要になります。 

(1)身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由その他必要な事項を記録すること。 

(2)身体拘束等の適正化を検討するための委員会（以下、「身体拘束適正化検討委員会」という。）

を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること（定期的と

は、少なくとも１年に１回以上）。 

(3)身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(4)従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること（定期的とは、少な

くとも１年に１回以上）。 

 

 ※「年に１回」とは、年度ではなく直近１年で考える。 

直近１年以内に委員会や研修を実施していない場合、減算となる恐れがあるため注意すること。 

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.1 （令和３年 3 月 31 日） 問 18 

 

４ 減算の適用期間 

・減算の適用開始月：事実が生じた月の翌月 

実地指導等により運営基準を満たしていない事実が確認された月の翌月が減算の適用開始月

となります。 

・減算の適用終了月：改善が認められた月 

運営基準を満たしていない事実が生じた場合、監査指導課に改善計画をご提出いただき、その

計画に基づいた改善状況を事実が生じた月から３月後に改善報告をご提出いただきます。当該報

告により改善が認められた月が減算終了月となります。 

 

 ※例：令和５年４月の実地指導において、運営基準を満たしていない事実を確認した場合。 

   減算の適用開始月：令和５年５月（サービス提供分） 

   減算の適用終了月：①７月までの改善報告で改善が認められた場合 令和５年７月 

            ②７月までに改善とは認められなかった場合  改善と認められた月 

 

 身体拘束廃止未実施減算の取扱いについて 



５ その他  

改善計画及び改善報告の参考様式及び記載例については、下記の姫路市ホームページに掲載し

ていますので、ダウンロードして使用してください。 

 姫路市ホームページ「実地指導について」 

https://www.city.himeji.lg.jp/sangyo/0000008533.html 

 

 

６ 身体拘束廃止未実施減算の取扱い（流れ） 

順 時期 概要 

① 
事実が確認された日 

（実地指導等） 
実地指導等により、運営基準を満たしていないことを姫路市が確認 

 

② 改善計画の提出 
改善すべき内容（未実施の内容等）を記載した改善計画を姫路市
監査指導課に提出 

 

③ 改善計画の実施 未実施の内容等について、計画に基づき改善を実施 

 

④ 改善報告の提出 改善報告及び改善内容の挙証資料を姫路市監査指導課に提出 

 

⑤ 改善報告の確認 改善とは認められなかった場合、改善内容の補正対応を行う。 

 

 ※実地指導において運営基準を満たしていないことを姫路市が確認した場合、実地指導の結果

通知において文書指摘を行い、改善状況報告を別途行っていただきます。 

https://www.city.himeji.lg.jp/sangyo/0000008533.html

